
 

様式５－２ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（都道府県が実施した支援事業分（ただし、委託業務分を除く。）） 

１．成果等報告  

事業名 中間支援組織化応援事業 

事業の種別 ☑活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 □その他（複数回答可）

都道府県名 愛媛県 

実施期間 平成 23年４月１日～平成24年３月 31日 

業務内容 実施内容 

 

１ 協働による地域社会づくりセミナー 

（１）開催場所  県内３箇所（東予、中予、南予地方局） 

（２）開催日時  平成 23年６月８日（水）13：30～16：00（中予） 

         平成 23年６月 14日（木）13：30～16：00（南予） 

         平成 23年６月 17日（金）13：30～16：00（東予） 

（３）内  容  ○新しい公共支援事業の概要説明 

         ○講演「協働事例と今後の方向性」 

         ○協働事例紹介 

         ○意見交換 

（４）参 加 者  東予地方局 36名 中予地方局 34名 南予地方局 33名 

 

２ その他 

 協働コーディネーターによる南予地域をはじめとした県内の各種団体等の訪問

により、県内の実態の把握に努めた。 

また、南予地域において地域づくりに積極的な活動者へアプローチし、南予地

域での中間支援組織の必要性、ネットワーク化の必要性を訴えた。 

新しい公共支援事業のスタートを切った事業であり、県内のＮＰＯ法人、各種団

体、市町等への当該事業の普及・啓発に努めることができた。 

また、県内（特に南予地域）の中間支援組織、ＮＰＯ、ボランティア団体、地域

づくり団体等を訪問し、ヒアリング等を行い実態の把握を行なうとともに、南予地

域における核となる活動者との意思疎通を図ることができたと考えている。次のス

テップである活動者間でのワークショップを通じたネットワーク化等を図っていき

たい。 

得られた成果

及び自己評価 

評価ラ

ンク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた ☑Ｂ：一定の成果

が得られた □Ｃ：限定的であるが成果が得られた □Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に� を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 

 

 



 

 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 ☑活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 □その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

（再委託：特定非営利活動法人まちづくり支援えひめ） 

実施期間 平成２３年８月４日～平成２４年３月３１日 

受託金額 ３，０２４，０００円 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 中間支援活動基盤強化促進事業 

２ 実施内容 

(1)中間支援活動研究会の開催 

県内の中間支援組織が果たしてきた１０年間の活動の評価と検証を行い、将来のあり

方について提言するため、第１回研究会を開催した。（年間５回開催予定） 

① 日 時：平成２３年９月３０日（金）１９：００～２１：００ 

② 場 所：愛媛県総合社会福祉会館 ４階「第１会議室」 

③ テーマ：中間支援組織が果たしてきた役割についての検証（その１） 

④ 参加者：１０名（県内中間支援組織スタッフ） 

(2)第２回以降の研究会や先進地視察先の連絡調整 

第２回以降の研究会講師や全国における先駆的な中間支援組織活動を実施している

ＮＰＯ法人の情報収集を行った。 

(3)改正ＮＰＯ法・新寄付税制学習会の追加企画 

 改正ＮＰＯ法等に関する説明機会の必要性から年内のできるだけ早い時期に説明会

を開催し、認定ＮＰＯ法人化も含めた県内ＮＰＯ法人の円滑な運営を目指した。 

第１回研究会のみの開催ではあるが、過去の振り返りと中間支援組織の課題と想定さ

れる資金調達、人材の確保、人材育成等について再認識できた。また、日頃、市町を跨

いで県内中間支援組織の情報交換の場が少なかったことから、新たな情報交換の場やネ

ットワークづくりに繋がっていると思われる。 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 



 

 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 ☑活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 □その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

実施期間 平成２３年８月１日～平成２４年３月３１日 

受託金額 ８，８６５，１５０円 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 ＮＰＯ等基盤強化ステップアップ事業 

２ 実施内容 

(1)ＮＰＯ講座（組織運営、人材育成）の企画・準備  

４種類（年間１２本）の講座について企画し、開催チラシを１種類５，０００部印刷

し、関係機関・団体へ周知した。また、１０月の愛媛新聞への広告掲載に向けて準備を

進めた。 

（組織運営に関するセミナー） 

① 目からウロコガ落ちまくり！思わず手に取るチラシづくり入門 

② 地域の人気者になる！つなぐ・巻き込むコーディネート力入門 

（人材育成に関するセミナー） 

① 思いが自然と対話しはじめる！誰もが思いっきり参加できる場づくり入門 

② モチベーションがぐんぐん上がる！仕事スラスラポートフォリオ入門 

(2)支援対象者の選定及び専門家派遣 

  ＮＰＯ支援強化を目指すため、ＮＰＯ設立基礎講座のプログラミング等のノウハウ・

企画方法について、四国中央市社会福祉協議会（市ボランティア市民活動センター）

から依頼があり、打ち合わせ（組織のシェア）を行うため専門家を派遣した。 

① 日 時：９月１３日（火）１３：００～１５：００ 

② 場 所：四国中央市ボランティア市民活動センター会議室 

内 容：ＮＰＯ設立基礎講座のプログラミング等の企画指導 

講座については、準備段階であっため、個々に評価できる段階ではないが、本会の今

までの実績による受講者ニーズに即した企画ができ、効果が期待される。 

また、専門家派遣についても今後、チラシ等を作成し、広く周知に努めたい。 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 



 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 □活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 ☑その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

実施期間 平成２３年８月１日～平成２４年３月３１日 

受託金額 ３，８０４，１５０円 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 地域協働ネットワークづくり応援事業 

２ 実施内容 

(1)「地域応援セミナーとうよ」準備会議の開催 

東予地域の中間支援組織メンバーが集まり、東予地域の課題整理やセミナーの趣旨や

方向性について協議した。 

① 日 時：平成２３年８月１３日（土）１９：００～２１：００ 

② 場 所：新居浜市市民文化センター（新居浜市まちづくり協働オフィス） 

③ 内 容：開催日・場所の決定、東予地域の課題整理、セミナーの趣旨設定など 

④ 出席者：６名 

（2）実行委員の推薦依頼 

  東予地域の中間支援組織、市町社協に対して、セミナーの趣旨に賛同する組織・団

体の推薦依頼を行い、実行委員会を組織した。（団体・組織数 ２８） 

 (3)アドバイザー派遣 

上記(1)の「地域応援セミナーとうよ」準備会議において、アドバイザーを派遣し、セミ

ナー開催に向けての地域の課題整理や今後の方向性について助言した。 

  

今の段階では、実行委員会を開催していないが、セミナー開催そのものを目的とする

のではなく、プロセスを通じて組織・団体間のネットワークづくりを目指すためにも実

行委員会形式は有効であると思われる。 

また、地域づくり分野の知識・技術の豊富な専門家を派遣し、課題整理やアドバイス

等を行うことにより、メンバーの主体性が高まり、効率的・効果的に運営されつつある。

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 

 

 



 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 □活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 ☑その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

実施期間 平成２３年８月１日～平成２４年３月３１日 

受託金額 ２，０１６，０００円 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 協働推進フォーラム開催事業 

２ 実施内容 

(1)「なんよ協働推進フォーラム」の企画立案 

  昨年度に南予地域で開催した「地域応援セミナーなんよ」の成果を基に協働の基盤

やネットワークづくりを継続、発展させるための企画立案を行った。 

  港開発や若者による地域活動が芽生えつつある八幡浜市を開催地に決定し、八幡浜

市社協や市ボランティア連絡協議会との協議に向けて連絡調整を行った。 

① 日 時：平成２４年３月４日（日） 

② 開催地：八幡浜市（ＪＡにしうわ） 

南予地域を対象としているが、地域づくりへの関心が高まっている八幡浜市を開催地

にしたことは、協働推進に効果が期待されるところである。 

また、南予地域には中間支援組織がないため、このフォーラムを機会に八幡浜市に中

間支援組織が誕生する波及効果も期待している。 

 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 



 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 □活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 ☑その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

（再委託：特定非営利活動法人えひめグローバルネットワーク） 

実施期間 平成２３年８月４日～平成２４年３月３１日 

受託金額 １，００８，０００円 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 地域貢献活動参加促進事業 

２ 実施内容 

(1)「ＣＳＲ活動普及セミナー」の企画立案 

  東予・中予・南予地域で１回ずつ開催する「ＣＳＲ活動普及セミナー」の企画を行

った。 

（南予開催） 

① 日 時：平成２３年１０月２１日（金）１８：００～２０：００ 

② 場 所：きさいや広場（宇和島市） 

（東予会場） 

① 日 時：平成２３年１０月２４日（月）１８：００～２０：００ 

② 場 所：美須賀コミュニティプラザ（今治市） 

（中予会場） 

① 日 時：平成２３年１１月７日（月）１８：００～２０：００ 

② 場 所：愛媛県総合社会福祉会館（松山市） 

【講 師】鶴石竜司氏（田代商店工場長） 

     小池あゆみ（衣リサイクル研究会代表） 

実際にセミナーを開催していないため、評価ができる段階ではないが、企業とＮＰＯ

との協働事例を盛り込んだ内容となっており、ＣＳＲ本来果たしえる役割としての地域

の発展性や活性化につながることを期待している。 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 

 



 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 □活動基盤整備支援 ☑寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 □その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

（再委託：特定非営利活動法人いよココロザシ大学） 

実施期間 平成２３年８月４日～平成２４年３月３１日 

受託金額 ２，０１６，０００円 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 寄付環境整備支援事業 

２ 実施内容 

(1)「ファンドレイザー養成講座」、「ファンドレイジング先進地事例及び県内状況調査」、

「寄付者とＮＰＯとのマッチング」の企画立案 

  講座等の日程や講師、先進地視察先の情報収集を行った。 

 

事業企画における連絡調整のみであっため、評価ができる段階ではないが、日頃から

のネットワークを生かし情報収集に努めることができた。 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 

 

 

様式４－５ 



 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 □活動基盤整備支援 □寄附募集支援 ☑融資円滑化支援 □利子補給 □その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

（再委託：特定非営利活動法人いよココロザシ大学） 

実施期間 平成２３年８月４日～平成２４年３月３１日 

受託金額 ２，０１６，０００円 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 融資利用円滑化支援事業 

２ 実施内容 

(1)「金融機関への聞き取り調査」の実施 

 県内にはないＮＰＯへの融資制度を調査するために先進地を調査した。 

① 期 日：平成２３年９月２８日（水） 

② 視察先：長野ＮＰＯセンター、上田信用金庫 

(2)ソーシャルファイナンス先進地事例の情報収集 

 先進地事例を視察するため、情報収集に努めた。 

県外２つの金融機関等への聞き取り調査のみであったが、融資に必要な知識や技術、

情報などの課題を含めた現状把握ができた。 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 

 

 



 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 □活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 ☑その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

（一部再委託：特定非営利活動法人えひめＮＰＯセンター） 

実施期間 平成２３年８月１日～平成２４年３月３１日（県社協） 

平成２３年８月４日～平成２４年３月３１日（えひめＮＰＯセンター） 

受託金額 ４，０７８，２００円（うち１，９８０，０００円はえひめＮＰＯセンター） 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 情報公開促進新事業 

２ 実施内容 

(1)「ＮＰＯ会計基準普及講座」の企画立案 

 東予・中予・南予地域で１回ずつ開催する「ＮＰＯ会計基準普及講座」の企画を行う

ため、講師との日程調整等の連絡調整を行った。 

 また、内閣府等の会計基準に関する動きを情報収集した。 

 【講師】五百竹宏明氏（県立広島大学経営情報学部准教授） 

ＮＰＯ会計基準の普及にあたっては、内閣府等の会計に関する動きを把握しながら進

める必要があり、全国ネットワークを生かした情報収集に努めることができた。 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 

 



 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

１．成果等報告  

受託業務名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業〔提案方式導入〕 

事業の種別 □活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 ☑その他（複

数回答可） 

受託者名 社会福祉法人愛媛県社会福祉協議会 

実施期間 平成２３年８月１日～平成２４年３月３１日 

受託金額 愛媛県社会福祉協議会受託事業費の一般管理費を充当 

受託内容 

 

 

 

１ 事 業 名 新しい公共ＣＣコンソーシアム開催事業 

２ 実施内容 

(1)「新しい公共ＣＣコンソーシアム」の設立・運営 

県内の中間支援組織（えひめＮＰＯセンター、今治ＮＰＯサポートセンター、新居浜市

ボランティア・市民活動センター、四国中央市ボランティア市民活動センター、まちづくり支

援えひめ、にいはま市民企画ノポック、愛媛県ボランティア・市民活動センター、えひめグロ

ーバルネットワーク、いよココロザシ大学）で組織し、事業全体の企画立案、進行管理等を行

った。 

① 日 時：平成２３年８月３日（木）、８月１８日（木）、９月１５日（木） 

１８：３０～２０：３０ 

② 場 所：愛媛県総合社会福祉会館（松山市） 

(2)全国の情報収集 

  県外で実施されている新しい公共支援事業に会議に参加し、全国の情報収集やネットワークづ

くりに努めた。 

① 期 日：平成２３年８月１６日（火） 

② 場 所：大阪府 

③ 内 容：新しい公共を考えるＮＰＯ支援ネットワーク会議（日本ＮＰＯセンター主催） 

④ 参加者：２名 

事業展開をコンソーシアムで行うことにより、事業間の無駄や重複を省くなど効率化

が図られている。また、県内中間支援組織やＮＰＯの現状やニーズに即した各事業の企

画立案・実施・進行管理・検証が行われ、それぞれの団体の強みが生かされ、各団体の

成長やネットワーク構築にもつながっている。 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

□Ｂ：一定の成果が得られた   ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に☑を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 



 

 

様式４－１ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（活動基盤整備支援、寄附募集支援、融資円滑化支援分） 

 

１．成果等報告 

事業名 愛媛県ＮＰＯ等活動基盤強化支援事業 

事業の種別 ☑活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援（複数回答可） 

支援対象者名 四国中央市ボランティア市民活動センター（四国中央市社会福祉協議会） 

支援対象者の

主な活動内容 

ボランティア・ＮＰＯ・市民活動の相談、情報収集と提供、人材の育成、交流とネット

ワークづくり、調査研究、場所・設備の貸出 

支援を実施し

た団体名 

特定非営利活動法人えひめＮＰＯセンター  

代表理事 菊池 修氏 

支援期間 平成２３年９月１３日（火） 

支援内容 ＮＰＯ支援強化を目指すため、ＮＰＯ設立基礎講座のプログラミング等のノウハ

ウ・企画方法について、助言をいただいた。 

③ 日 時：９月１３日（火）１３：００～１５：００ 

④ 場 所：四国中央市ボランティア市民活動センター会議室 

⑤ 内 容：ＮＰＯ設立基礎講座等のプログラミング等の企画指導 

 

 

 

 

 

 

 

 ＮＰＯの現状を把握したうえで、ＮＰＯ法人の設立を目指すための受講者に必要なカ

リキュラムや内容等づくりなど、企画方法等を助言してもらったことにより、スタッフ

のスキルアップと中間支援組織として、四国中央市におけるＮＰＯの支援強化が図られ

た。 

 

得られた成果

及び自己評価 

評
価
ラ
ン
ク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた  

☑Ｂ：一定の成果が得られた □Ｃ：限定的であるが成果が得られた  

□Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に� を付けてください。） 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 

 



 

様式４－５ 

新しい公共支援事業の成果等報告 

（業務を受託した中間支援組織等分） 

 

１．成果等報告  

受託業務名 [提案方式導入]  

 平成２３年度愛媛県地域課題解決活動創出支援事業 

事業の種別 □活動基盤整備支援 □寄附募集支援 □融資円滑化支援 □利子補給 □その他（複数回答可）

受託者名 財団法人えひめ産業振興財団 

実施期間 平成２３年８月１日～平成２４年３月３１日 

受託金額 ３，７３０，３５２円 

受託内容 

 

 

 

地域課題担い手養成事業 

 地域課題の解決に主体的に取り組み、継続的に公共サービスを提供するための事

業を提案し、事業創出の可能性のある地域で、多様な主体との協働により実行する

地域課題解決活動の担い手を養成するとともに、起業の可能性のある事業者を絞り

込む。 

１ カリキュラムの作成 

  地域課題の抽出方法や地域のコミュニティとの連携、協働に向けて必要な考え

方を盛り込んだものとする。さらに、持続可能な展開を可能とするために、ビジ

ネス起業の考え方も盛り込み、創業チェックシート、損益計算書を含めた事業計

画書の作成、NPO法人の設立、登記、届出等のマニュアル、経理の知識、税金に

関する知識、資金繰りなどを盛り込んだテキストを作成中である。 

２ 担い手養成講座等の実施 

  担い手養成講座を全県３エリアで各３回以上実施するため、その実施方法等に

ついて検討している。なお、県下で起業等の可能性のある団体等の掘り起こしを

行なっているところである。 

  

 担い手養成講座の実施に備えて、起業に備えた実践的な全体のカリキュラムを編

成するとともに、講座で使用するテキストについても、経営面、会計面からのアプ

ローチも重要視し、よりわかりやすく継続して使えるよう検討を重ねている。 

 また、担い手養成講座開講に向けて、愛媛県、協働先等と連携し、県内各地の地域

課題解決に向けた活動の中で、起業できる可能性のある取り組みの発掘に努めてい

る。 

得られた成果

及び自己評価 

評価ラ

ンク 

□Ｓ：特に優れた成果が得られた □Ａ：優れた成果が得られた □Ｂ：一定の成果

が得られた ☑Ｃ：限定的であるが成果が得られた □Ｄ：成果が得られなかった 

（該当する評価に� を付けてください。） 

 

２．添付書類 

  その他参考となる書類   ※ 都道府県において適宜設定すること。 
 


